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現状分析（PBR）

PBR（株価純資産倍率）は引き続き0.5倍程度の水準で推移。

1株当たり純資産の増加に対して、市場評価（株価）を得るに至っていない。

PBR
期末株価 (円)
1株当たり純資産 (円)

2025/5期より連結決算へ移行
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現状分析（ROE・PER）

PBR（株価純資産倍率）をROE（自己資本利益率）とPER（株価収益率）に分解し要因分析。

ROEは引き続き5%台で推移。当社の資本コストは3.6%程度（同業他社平均4%～5%）では

あるが、β値が低く実際の期待収益率（資本コスト）とは乖離がある。中⾧期的にROEの

水準を8%まで高めていく。

業績は改善基調にあるものの市場評価（株価）に連動せず、PERは 10倍を割り込んだ状態。

ROE (%) 当期純利益
自己資本※ ※期中平均

PER (倍) 期末株価
1株当たり純利益

目標水準 8 % 12.2 11.8 
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現状分析（ROE分析）

ROE（自己資本利益率）を売上高純利益率と総資産回転率と財務レバレッジ に分解し要因分析。

 直近の業績は改善傾向にあるが、収益性（売上高純利益率）の改善は僅少。ROEを高めるために

収益力の一段の強化が必要。

効率性（総資産回転率）は一定の水準を維持。投入資産を効率的に活用し売上伸⾧。

財務レバレッジは収益の安定確保により変動幅は小さい。2025/5期は97千株（189百万円）の

自己株取得により、財務レバレッジを押し上げ。

ROE (%) 当期純利益
自己資本

財務レバ
レッジ

総資産
自己資本効率性 売上高

総資産収益性 当期純利益
売上高
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売上高純利益率(%)

1.21 

1.27 1.26 1.27 1.27 

1.10

1.15

1.20

1.25

1.30

2021/5 2022/5 2023/5 2024/5 2025/5(連)

総資産回転率(回)

1.58 

1.63 
1.66 

1.64 

1.69 

1.50

1.55

1.60

1.65

1.70

1.75

2021/5 2022/5 2023/5 2024/5 2025/5(連)

財務レバレッジ(倍)



▍

4

評価・改善方針

当社は、2024年7月に「資本コストや株価を意識した経営の実現」を課題に掲げ、改善への

取り組みを検討・実施してきたが、市場からの評価を得るに至っていない。

今後も継続的に改善への取り組みを行っていく。

改善方針 評価／取り組み
ねらい

ROE PER

ROEの継続的向上
ーROE8%を目指してー

・既存事業の収益力の強化を図るとともに、2024年9月には㈱田中産業の全株式を
取得（グループ化）し事業領域を拡大。

・管工機材のECサイトを全面リニューアルし、利便性の向上と業務効率化を図る。
（2025年6月）

・収益力を向上させ継続的に利益を高め、中⾧期的にROE8%の水準を目指す。

● ●

株式の流動性向上 ・株式の流動性は低く、適切な企業価値が株価に反映されにくい状況。
・引き続き、流通株式数の増加による流動性の向上策を検討していく。

●

株主還元の充実
・累進配当方針を公表（2024年7月）。利益成⾧に合わせ着実に配当を積み増す方針。
・2025年5月期の期末配当は、1株当たり35円（前期）から37円へ増配を公表。
・2024年10月に97千株（189百万円）の自己株式を取得。

●

情報発信力の強化、
対話の充実

・当社の価値（強み）を発信するため、ホームページを全面リニューアル。
（2025年6月）

●

政策保有株式の縮減 ・保有意義の検証結果に基づき、政策保有株式を一部縮減。
・引き続き、保有意義の検証を行い、政策保有株式の縮減を検討。

●


